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１．提言 

 

提言１ 高齢ドライバーに対して一律に運転免許証自主返納を勧

める政策は見直すべきである。 

 

提言 2 都市部以外の公共交通機関が不十分な地域については、運

転免許証の継続を支援する政策を主軸にしつつ、運転免

許証自主返納を含めた多様な選択肢を用意する必要があ

る。 

 

提言 3 運転免許証継続支援にかかる 4つの政策提案  

 （１）年齢・地域・運転支援方法等を勘案した新たな運転免許制度の創設 

（２）高齢ドライバーの運転技能の維持及び改善のための高齢者講習の充実 

（３）高齢ドライバーの運転特性に対応する、安全運転支援装置の普及、

及び簡易な自動運転装置の開発と普及 

（４）高齢ドライバーの事故特性に配慮した道路交通環境の整備 

高齢ドライバーに運転免許証継続支援を 

～運転免許証自主返納政策を超えて～ 
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２．提言に関する解説 

２－１ 高齢ドライバーの運転免許証自主返納をめぐる研究経過 

（本研究会のミッション） 

 北近畿地域連携会議は、平成２９年５月に設立されて以来、北近畿地域の社会的課題を

研究対象として、２研究会を立ち上げ本年度は中間報告を取りまとめることを目標に活動

してきた（資料１、資料２) 。                     

 「高齢者の運転免許証返納による社会的影響を改善するための地域社会の新たなシステ

ム構築と、その持続可能性にかかる社会経済モデル」を研究課題とする本研究会では、統

計データなどから見た高齢ドライバーの事故の実態と特徴を把握することから研究をはじ

め、京都・兵庫両府県の自動車運転教習施設の協力を受けて高齢ドライバーの意識調査を

実施することと並行して、行政や警察当局の情報の提供を受けて、研究調査を実施した。 

今年度は、高齢社会化が今後とも進むこの地域にあって、地域社会の崩壊を加速しかね

ない高齢ドライバーの運転免許証自主返納問題を改めて基本から捉え直し、高齢ドライバ

ーへの運転継続支援という新たな選択を可能とする提言を取りまとめることとした。 

また、平成 30年度においては、人口減少時代に入って特に急速に人口の高齢化と衰退が

進んでいる地域社会において、公共交通システムを補完・代替する新たな交通手段が求め

られていることに対応し、最近加速しているＡＩや自動運転の技術を地域社会に導入して、

地域社会システムの維持と活性化を実現する可能性を、民間の知恵を集めて検討すること

を予定している。 
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（研究会の調査研究活動） 

（１）情報収集等 

 本年度の研究会では、高齢ドライバーの交通事故に関する基礎的データの収集と整理(資

料３、４)、及び専門家による研究成果（資料５など)の収集を進めて基礎資料とした。 

 

（２）公開講演会 

帝塚山大学の蓮花一己学長を招聘した講演会を公開で開催し、高齢ドライバーの事故

の実態と特徴を踏まえた高齢ドライバー問題への対応のあり方について情報の提供を受

け参加した市民も交えた意見交換を行なった（資料６、７)。この講演会では、 

  ①高齢ドライバーの事故率は他の年代のそれと大きく変わるものではない。 

    ②それに対して高齢人口の相対的な増加によって高齢ドライバーの事故の絶対数が増 

    えていることは、分けて考える必要がある。 

 ③高齢ドライバーの事故には加齢による運転能力の低下など特有の原因が見られる。 

  など研究会の基本的認識が講演とデータにより確認された。 

  さらに蓮花教授より、 

  ④高齢ドライバーがさらされているさまざまな社会的圧力は、高齢者の生活の質（Ｑ 

   ＯＬ）を損なう社会問題であり、この現状を改善することが求められているとして 

   いくつかの提案が提示された。 

 

（３）高齢ドライバーを対象とするアンケート調査(資料８) 

 京都・兵庫両府県の自動車運転教習施設４ヶ所(注１)の協力を得て、高齢者運転免許更新

講習の受講者のアンケート調査を実施し、約５００名の回答をもとに、提言を取りまとめ

るための基礎データを収集し分析した。 

 

 本報告は、以上の専門家、各機関・団体の情報提供や調査協力等を受けて、取りまとめ

られたものである。 
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２－2 高齢ドライバーの運転免許証自主返納をめぐる社会的状況 

 北近畿地域における高齢ドライバーの生活実態と運転免許証自主返納制度の乖離は、高

齢ドライバーの家庭生活や地域社会の安心・安全に看過できない影響を与えるものである

ことがデータからも明らかになった。さらにこの状況は、公共交通の密度が高い都会以外

の日本の地方都市に共通する国家レベルの課題であることが認識できた。 

 もちろんこの問題に関するデータに基づく正しい理解は、すでに学会等では共通認識に

なっており、また運転免許証自主返納政策の一方の当事者である行政当局や警察当局も自

主返納政策を浸透させることの困難さを十分に認識するに至っている。しかし、マスメデ

ィアなどを通じて社会的に流通している「高齢ドライバーは危険である」という事故現場 

の映像などを通じた分かりやすいキャンペーンの影響は絶大であり、未だに社会一般の認 

識はマスメディアを含めて「高齢ドライバー危険説」一色と言って良い状況にある。 

 高齢ドライバー問題は、高齢社会に特有の社会構造的な問題であるにもかかわらず、社 

会的には運転免許証自主返納以外の選択肢が見えないまま、高齢者個人に対して問題の解 

決への対応を迫る形になっている。蓮花教授の講演でも指摘されたように、すでに地方に 

おいては、この問題は社会的リスク（生活圏の縮小、社会的交流の減少、健康状態の悪化、 

（ＱＯＬの低下）として顕在化しており、社会全体でこの問題に取り組むことが求められ 

ている。 
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２－３ 高齢ドライバーの事故に関するデータが示すもの 

帝塚山大学蓮花教授の講演（資料 6）における講演資料（資料 7）から以下の事実が確認 

された。 

 

図１ 年齢別自動車運転中の死者数の推移（第一当事者） 図２ 免許人口１万人あたりの事故件数の推移 

   （出所）蓮花一己「高齢ドライバーによる交通事故の実態と運転行動」講演資料（資料７ 図１及び図３） 

 

したがって、客観的な統計データからは、高齢ドライバー一般が特に危険だという 

 社会的認識は、明らかに誤りといえる。 

 

（３）ただし、以下の３点については注意をする必要がある。  

① 70 歳以上のドライバーについては、やや事故件数が増え、80歳以上では、死亡事故

の件数が他の年代よりも明らかに多い。 

② 他の年代の人口比率が減少している中で高齢者人口比率だけが増加しているために、

自動車事故全体としては、高齢者の事故や死亡だけが増加する構造になっている。 

（１）65歳以上のドライバーの死者数の総数は、高齢人口の急速な増加にもかかわらず、 

全体として減少又は横ばいである（図1参照）。 

（２）免許人口 1万人あたりの事故件数（65歳以上）は、25～64 歳までの事故件数と有 

   意な差はない（図 2参照）。 
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  したがって、社会的には高齢ドライバーの事故を減少させるための対策が重要な課  

  題であることに変わりはない。 

③ 高齢ドライバーに特有の危険性や事故の原因がある。 

・ヒューマンエラー（アクセルとブレーキの踏み間違い、道路の逆走、信号無視等） 

・運転行動の特徴（一時停止や左右確認が苦手、後方確認をしない等） 

・病的老化など（認知機能の低下、視力・視野障害等） 
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２－４ 北近畿地域における高齢ドライバーのアンケート調査結果 

（１）今回の高齢ドライバーを対象とするアンケート調査の特徴（調査票は資料 8参照） 

 

（２）アンケート調査の集計結果 (資料 9) 

① 高齢者講習受講者の平均年齢は 77.6 才で、ほぼ半数（49.8％）が配偶者と同居して 

いる。 

② 高齢ドライバーの男女比は７:３であった。職業は無職（54.0%）に続いて無職（農作

あり（13.4%）、農業（16.8%）と農業関連が圧倒的に多い。 

③ 使用している車種（複数回答）は、普通自動車（50.6％）、軽自動車（42.2％）、軽    

トラック（26.6％）、小型トラクター等農耕用関係車両（10.8％）となっている。 

④ 高齢ドライバーの運転免許証自主返納に対する抵抗感は対象となったすべての地域

で 70％以上と高く、これまでの他の調査結果と大差はない。 

⑤ 高齢ドライバーの運転免許証継続支援については、高齢ドライバー全体では「自動ブ

レーキ等の安全運転装置」が 28.2％、「高齢ドライバーに関する正しい情報の普及」

が 27.4％、「運転能力を維持するための講習等の充実」が 26.6％で上位３位であった。

それに続いて、「運転免許制度の改正（高齢者用の限定免許制度）」（18.6％）、「自動

運転用の免許制度」（5.2％）、「道路施設の整備や改善」（16.4％）、「自動運転車の開

発」（12.4％）などが挙げられている。 

 

①運転免許証自主返納ではなく、高齢ドライバーの免許継続支援についての初めての 

意識調査である。 

② 京都府と兵庫県北部を包含する、府県横断型の初めての意識調査である。 

③ 調査対象者は、自動車学校（教習所）４ヶ所（注１）の70 歳以上の高齢ドライバー

を対象とする運転免許更新講習受講者全員（500名）の調査である（ただし今回の

分析には北近畿１０市４町以外の講習受講者は含まれない）。 
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（３）調査結果から導かれるもの（資料10） 

①運転免許証自主証返納キャンペーンにもかかわらず、高齢者の免許証自主返納に対す 

 る抵抗感は根強い。その理由は、多くの地域では自動車が生活を支える基本的インフ  

 ラになっているため、実質的な代替措置がないままの運転免許証の自主返納政策は高  

 齢ドライバーに受け入れられていないと考えられる（資料 10参照）。 

②ただし、高齢ドライバーは、運転免許証を継続するための支援策として、 

○安全運転技術の開発普及 

○運転能力の維持のための講習等の充実 

○限定運転免許制度 

などの多様な選択肢のなかの選択の一つとしての運転免許証自主返納等が機能する 

ことを望んでいる。またその前提として、家族や社会から運転免許証の自主返納を迫 

られるという社会的な圧力に対して、「高齢ドライバーに関する正しい情報の普及」を 

求めていることが注目される。 

③運転免許証自主返納を考えている高齢ドライバーについても、「外出のための交通手段 

 の提供が必要」という回答が 52.2%と突出しており、さらに在宅で受けられるサービ 

 スの充実への要望が高いこと（在宅で利用できる公共サービスの充実（21.6%）、在宅 

 で利用できる民間サービスの充実（22.2%）で、2項目の合計（43.8%）から、公共交 

 通が都市部に比較して貧弱な地域における運転免許証自主返納は、地域住民の生活条 

 件そのものを厳しくすることが窺える。 

 

（４）結論 

① この調査結果から公共交通が都会に比較して貧弱な北近畿地域においては、高齢ド

ライバーに運転免許証自主返納を求めることは彼らにとって受け入れがたいことで

あり、その政策には明らかに限界がある。  
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② 高齢ドライバーにとってまず必要な支援は、「高齢ドライバーに関する正しい情報の

普及」である。高齢ドライバーは危険であるということを前提とする免許証自主返

納キャンペーンを、高齢ドライバーの事故率は他の年代のドライバーと基本的には

同じ程度であることを前提とする社会的認識に修正し、それに基づくより合理的な

政策に転換することが必要である。 

③ 運転免許証自主返納政策を、高齢ドライバーにとって受け入れやすい政策に修正 

するためには、高齢ドライバーも関心が高い上位３項目の組み合わせを検討する 

必要がある。 

 

 

 

 

これらの対応は、いずれも政策的・技術的に実現可能なものと考えられる。 

④ ただし本調査については以下の点に注意が必要である。 

・	 本アンケート調査は、高齢ドライバーの運転免許証継続支援についての初めて 

    の調査であり、調査自体の比較可能性や客観性が十分担保されていないので、今 

    後の同種の調査の動向に注目したい。ただし、運転免許証自主返納に対する意識 

    などについては、本アンケートの結果と既存の調査結果との齟齬はない。 

・ 都市部における運転免許証継続支援に関する高齢者の意識はこの調査の対象と 

なっていない。ただ、すでに先行の各種調査において、公共交通機関の密度が高 

い都市部における高齢ドライバーの運転免許証自主返納に対する意識は、それ以 

外の地域の高齢ドライバーの意識とは有意に異なり、運転免許証自主返納が比較 

的受け入れやすい意識であることが分かっている。 

     したがって、都市的地域とそれ以外の地域では、運転免許証の自主返納キャン   

    ペーンと運転免許証継続支援制度のバランスを地域の実情に合わせて調整する 

    必要がある。 

・安全運転技術の開発普及 

・運転能力の維持のための講習等の充実 

・限定運転免許制度など高齢ドライバーに対応する新たな制度の創設 
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２－５高齢ドライバーの運転免許証継続支援システム構築に向けて 

 本中間報告で提言した高齢ドライバーの運転免許証継続にかかる支援システムの構築は、

いずれも、 

 

 

 

 

である。これまでの国の関係機関や自治体等において進められてきた従来の運転免許証自

主返納政策は、交通事故のデータ分析や多様な地域社会構造への配慮が不十分であり、高齢

ドライバーの個人的な対応（運転免許証自主返納）に依存して無理な選択を迫るものであっ

た。その結果として、これまで運転免許証返納率が低迷していることに対して、今回の提言

は、データや地域社会の現実に立脚して、高齢者の社会的活動を支援する立場から社会的リ

スクを低減する具体的かつ実現可能な方策を提言するものである。 

 

今後は、本提言を参考に高齢ドライバーの意志を尊重しつつ、安全・安心な地域社会を 

構築するための政策的・技術的・工学的努力が進められることを期待する。 

① すでに技術的に可能であることが明らかな事項 

② 法律改正についてすでに具体的な検討が進められている事項 

③ 社会的コスト負担の具体的な設計が可能な事項 
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３．資料リスト等 

３－１ 関連資料等リスト 

資料１ 北近畿地域連携会議パンフレット 

 

資料２ 北近畿地域連携会議の研究テーマについて 

 

資料３ 運転免許証の自主返納に関するアンケート調査結果(警察庁作成。抜粋) 

     平成２７年度警察庁委託事業「刻々と変化する交通情勢に即応するための交通 

     安全対策(高齢者講習にかかる新たな制度及びその運用の在り方について)に関 

     する調査研究」報告書（第３回高齢運転者交通事故防止対策に関する有識者会 

     議資料４ 平成２７年３月) 

 

資料４ 「高齢者事故の特徴(平成 29年中)」京都府警察本部ウエブサイト 

  http://www.pref.kyoto.jp/fukei/kotu/koki_k_t/koreisha/より抜粋 

 

資料５ 中野泰彦「高齢者講習データによる高齢ドライバーの運転特性分析とドラ 

イバー主導型の安全運転支援の研究」愛知大学大学院情報科学研究科博士論文 

（要旨）、2016 年 2月 

 

資料６ 蓮花一己「高齢ドライバーによる交通事故の実態と運転行動」『第 3回福知 

山公立大学地域創生セミナー講演』概要資料 2018 年 1月 20 日 

 

資料７ 蓮花一己「高齢ドライバーによる交通事故の実態と運転行動」『第 3回福知 

山公立大学地域創生セミナー講演』講演資料 2018 年 1月 20 日  

 

資料８ 高齢者講習受講者向けアンケート調査表 

 

資料９ 高齢者講習受講者向けアンケート集計結果 

 

資料 10 高齢者講習受講者向けアンケート結果サマリー 

 

 

注1	 アンケート協力自動車教習施設リスト 

（京都府側）京都府福知山自動車学校、京都府舞鶴自動車学校  

(兵庫県側) 豊岡自動車教習所、和田山自動車教習所 
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３－２ 研究会活動の経緯（研究会日程等） 

 （１）第 1回研究会 

 ① 日 時  平成 29 年 10 月 19 日 午後 1時～午後 3時 

② 場 所  福知山公立大学 2号館 1階「Kita-re」コワーキングスペース 

③ 出席者  桑原 教彰（京都工芸繊維大学）、荻野 祐一（丹波新聞社）、 

       髙崎 忍（北近畿経済新聞社）、原田 正大（京都中小企業家同友会） 

         布川 貴英（日東精工株式会社）  

                 (オブザーバー) 

         岡本 悦司（福知山公立大学） 

（事務局） 

         富野 暉一郎（福知山公立大学）、賀田 秀樹（同）  
※敬称略、順不同 

④ 議 事 

○報告事項 

・設立総会以後の経緯について 

・研究会の構成員について 

・幹事会における研究会に関する協議内容 

・福知山公立大学の教員研究プロジェクトに関する説明 

○協議事項 

 ・申し合わせ事項について 

・研究会における研究内容 

・研究の進め方について 

 

（２）第 2回研究会 

①  日   時  平成 29 年 12 月 20 日 午後 3時～午後 5時 
② 会   場  福知山公立大学 2号館 1階「Kita-re」コワーキングスペース 

③ 出席者  石川 一郎（京都新聞社）、荻野 祐一（丹波新聞社）  

    桑原 教彰（京都工芸繊維大学・代表）、高崎 忍（北近畿経済新聞社）      

    田丸 明人（むらおか振興公社）、布川 貴英（日東精工株式会社） 

    （オブザーバー） 

    井上 浩人（福知山市生活交通課）、藤原 哲也（和田山自動車教習所） 

              （研究協力者） 

          杉岡 秀紀（福知山公立大学） 

    （事務局） 

    富野 暉一郎（福知山公立大学・代表代理）、賀田 秀樹（同） 
 ※敬称略、順不同 
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 ④ 議 事 

 ○報告事項 

・第 1回研究会以後の経過報告 

・高齢ドライバーの免許返納問題に関する関係機関等へのヒアリングについて 

   ・高齢ドライバーの事故及び免許返納支援制度に関する資料 

  ・高齢ドライバーの意識調査の実施について 

・高齢ドライバーの事故に関する講演会の開催について 

 ○協議事項    

・高齢者の事故に関するデータ収集について 

・高齢ドライバーの事故の特徴について 

・なぜ免許証返納が進まないのか 

・高齢ドライバーに対するアンケート調査について 

・免許返納に対応する代替輸送について 

・アンケート調査の実施スケジュールと取りまとめについて 

 

（３）第３回研究会 

  ① 日 時  平成 30 年 3月 9日 午後 1時～午後 3時 
  ② 会 場  福知山公立大学 2号館 1階「Kita-re」Co-Lab.スペース 
  ③ 出席者  桑原 教彰（京都工芸繊維大学・代表） 高崎 忍（北近畿経済新聞社）  

   布川 貴英（日東精工株式会社） 

            （研究協力者） 

         神谷 達夫（福知山公立大学）、杉岡 秀紀（同） 

   （事務局） 

   富野 暉一郎（福知山公立大学・代表代理）、賀田 秀樹（同）  
※敬称略、順不同 

④ 議 事  

○報告事項 

・帝塚山大学学長蓮花一己先生の講演会（1月 20 日、地域創生セミナーとの共催） 

について  

・高齢ドライバーの意識調査結果について  

○協議事項 

・アンケート調査結果の取りまとめ（案）について 

・中間提言（案）の取りまとめについて   

・平成 30年度の研究会の計画について  

・来年度の研究に関連した、神谷教授のＮＳＳ受信可能域の調査結果について 
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４．謝辞 

本提言にあたっては、高齢ドライバーの免許証返納問題に関する講演会にお

いて、交通工学の専門家である蓮花一己帝塚山大学学長より、この問題を人口

減少時代の地域社会システムにかかわる課題として深い理解に導いていただ

き、またその後も懇切なご指導をいただくことができた。 

また、京都府福知山自動車学校、京都府舞鶴自動車学校、豊岡自動車教習所、

和田山自動車教習所の 4自動車教習施設には、高齢者講習受講者向けアンケ

ートへの積極的なご協力を得て、貴重なデータを収集することができた. 

 

本提言は、これらの貴重な研究協力なしには取りまとめができなかった 

ものであり、ここに改めて感謝の意を表すものである。 
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